
議案第５８号

鳥取県税条例等の一部を改正する条例

次のとおり鳥取県税条例等の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により、本議会の議

決を求める。

平成31年２月12日提出

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県税条例等の一部を改正する条例

（鳥取県税条例の一部改正）

第１条 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。



改 正 後 改 正 前

（災害等による期限の延長をした県税に係る延滞金の免除） （災害等による期限の延長をした県税に係る延滞金の免除）

第11条 第７条第１項及び第２項の規定により県税の納付又は納 第11条 第７条第１項及び第２項の規定により県税の納付又は納

入に関する期限を延長した場合並びに法第20条の５の２第２項 入に関する期限を延長した場合には、その県税に係る延滞金の

の規定により総務大臣が県税の納付又は納入に関する期限を延 うちその延長をした期間に対応する部分の金額は、免除する。

長した場合には、その県税に係る延滞金のうちその延長をした

期間に対応する部分の金額は、免除する。

（住宅借入金等特別控除） （住宅借入金等特別控除）

第24条の３ 略 第24条の３ 略

２ 平成22年度から平成45年度までの各年度分の個人の県民税に ２ 平成22年度から平成43年度までの各年度分の個人の県民税に

限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措 限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措

置法第41条又は第41条の２の２の規定の適用を受けた場合（居 置法第41条又は第41条の２の２の規定の適用を受けた場合（居

住年が平成11年から平成18年まで又は平成21年から平成33年ま 住年が平成11年から平成18年まで又は平成21年から平成33年ま



での各年である場合に限る。）において、前項の規定の適用を での各年である場合に限る。）において、前項の規定の適用を

受けないときは、法附則第５条の４の２第１項（同条第３項に 受けないときは、法附則第５条の４の２第１項（同条第４項に

おいて読み替えて適用する場合を含む。）に規定する控除額を おいて読み替えて適用する場合を含む。）に規定する控除額を

当該納税義務者の前２条の規定を適用した場合の所得割の額か 当該納税義務者の前２条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 ら控除する。

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除）

第24条の４ 所得割の納税義務者が、前年中に法第37条の２第１ 第24条の４ 所得割の納税義務者が、前年中に法第37条の２第１

項各号に掲げる寄附金を支出し、当該寄附金の額の合計額（当 項各号に掲げる寄附金を支出し、当該寄附金の額の合計額（当

該合計額が前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額 該合計額が前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額

の合計額の100分の30に相当する金額を超える場合には、当該 の合計額の100分の30に相当する金額を超える場合には、当該

100分の30に相当する金額）が2,000円を超える場合には、その 100分の30に相当する金額）が2,000円を超える場合には、その

超える金額の100分の４に相当する金額（当該納税義務者が前年 超える金額の100分の４に相当する金額（当該納税義務者が前年

中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附金（以下この条に 中に同項第１号に掲げる寄附金を支出し、当該寄附金の額の合

おいて「特例控除対象寄附金」という。）を支出し、当該特例 計額が2,000円を超える場合にあっては、当該100分の４に相当

控除対象寄附金の額の合計額が2,000円を超える場合は、当該 する金額に同条第２項（法附則第５条の５第１項又は附則第５



100分の４に相当する金額に同条第11項（法附則第５条の５第１ 条の６第１項において読み替えて適用する場合を含む。）に規

項又は附則第５条の６第１項において読み替えて適用する場合 定する特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除

を含む。）に規定する特例控除額を加算した金額。以下この項 額」という。）をその者の第24条及び第24条の２の規定を適用

において「控除額」という。）をその者の第24条及び第24条の した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合にお

２の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとす いて、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除

る。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超える 額は、当該所得割の額に相当する金額とする。

ときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とす

る。

２ 所得割の納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金を支出 ２ 所得割の納税義務者が前年中に法第37条の２第１項第１号に

し、かつ、当該納税義務者について法附則第７条第５項の規定 掲げる寄附金を支出し、かつ、当該納税義務者について法附則

による申告特例通知書の送付があった場合においては、法附則 第７条第５項の規定による申告特例通知書の送付があった場合

第７条の２第２項（法附則第７条の３第１項において読み替え においては、法附則第７条の２第２項（法附則第７条の３第１

て適用する場合を含む。）に規定する申告特例控除額を当該納 項において読み替えて適用する場合を含む。）に規定する申告

税義務者の前項の規定を適用した場合の所得割の額から控除す 特例控除額を当該納税義務者の前項の規定を適用した場合の所

るものとする。 得割の額から控除するものとする。

３・４ 略 ３・４ 略



（法人の県民税均等割の減免） （法人の県民税均等割の減免）

第41条の３ 知事は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に 第41条の３ 知事は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律（平成18年法律第49号）第２条に規定する公益社団 関する法律（平成18年法律第49号）第２条に規定する公益社団

法人又は公益財団法人その他の法人で規則で定めるもののう 法人又は公益財団法人その他の法人で規則で定めるもののう

ち、収益事業を行わないものに対しては、規則で定めるところ ち、収益事業を行わないものに対しては、法人の県民税の均等

により、法人の県民税の均等割を減免することができる。 割を減免することができる。

２・３ 略 ２・３ 略

（心身障害者を多数雇用する事業主の施設の取得に対して課する （心身障害者を多数雇用する事業主の施設の取得に対して課する

不動産取得税の減額に関する申告） 不動産取得税の減額に関する申告）

第107条 法附則第11条の４第１項の規定の適用を受けようとする 第107条 法附則第11条の４第１項の規定の適用を受けようとする

事業主は、知事が別に定める期日までに、次に掲げる事項を記 事業主は、知事が別に定める期日までに、次に掲げる事項を記

載した申告書に、同項に規定する助成金の支給を受けたことを 載した申告書に、同項に規定する助成金その他これに類するも

証明する書類及び当該施設の取得の日から引き続き３年以上当 のとして総務省令で定めるもの（以下この条及び次条において

該施設を同項の施行令で定める事業所の事業の用に供したこと 「助成金等」という。）の支給を受けたことを証明する書類及



を証明する書類を添付して、知事に提出しなければならない。 び当該施設の取得の日から引き続き３年以上当該施設を同項の

施行令で定める事業所の事業の用に供したことを証明する書類

を添付して、知事に提出しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 支給を受けた助成金の額及び支給を受けた年月日 (４) 支給を受けた助成金等の額及び支給を受けた年月日

（心身障害者を多数雇用する事業主の施設の取得に対して課する （心身障害者を多数雇用する事業主の施設の取得に対して課する

不動産取得税の徴収猶予に関する申告等） 不動産取得税の徴収猶予に関する申告等）

第108条 法附則第11条の４第２項において準用する法第73条の25 第108条 法附則第11条の４第２項の規定による徴収猶予の適用を

第１項の規定による徴収猶予の適用を受けようとする事業主 受けようとする事業主は、次に掲げる事項を記載した申告書

は、次に掲げる事項を記載した申告書に、助成金の支給を受け に、助成金等の支給を受けたことを証明する書類を添付して、

たことを証明する書類を添付して、第84条第１項の規定による 第84条第１項の規定による申告をする際に併せて知事に提出し

申告をする際に併せて知事に提出しなければならない。 なければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 支給を受ける助成金の予定金額及び支給を受ける予定年 (４) 支給を受ける助成金等の予定金額及び支給を受ける予定

月日 年月日



２ 法附則第11条の４第２項において準用する法第73条の27第１ ２ 法附則第11条の４第２項の規定による不動産取得税の還付を

項の規定による不動産取得税の還付を受けようとする者は、当 受けようとする者は、当該不動産取得税の年度及び税額並びに

該不動産取得税の年度及び税額並びに前条各号に掲げる事項を 前条各号に掲げる事項を記載した還付申請書を知事に提出しな

記載した還付申請書を知事に提出しなければならない。 ければならない。

（宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課する不動産 （宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課する不動産

取得税の徴収猶予に関する申告等） 取得税の徴収猶予に関する申告等）

第110条 法附則第11条の４第５項において準用する法第73条の25 第110条 法附則第11条の４第５項の規定による徴収猶予の適用を

第１項の規定による徴収猶予の適用を受けようとする宅地建物 受けようとする宅地建物取引業者は、次に掲げる事項を記載し

取引業者は、次に掲げる事項を記載した申告書に、住宅を取得 た申告書に、住宅を取得した日から２年以内に改修工事を行う

した日から２年以内に改修工事を行うことを証明する書類を添 ことを証明する書類を添付して、第84条第１項の規定による当

付して、第84条第１項の規定による当該住宅の取得の申告をす 該住宅の取得の申告をする際に併せて知事に提出しなければな

る際に併せて知事に提出しなければならない。 らない。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

２ 法附則第11条の４第５項において準用する法第73条の27第１ ２ 法附則第11条の４第５項の規定による不動産取得税の還付を

項の規定による不動産取得税の還付を受けようとする宅地建物 受けようとする宅地建物取引業者は、当該不動産取得税の年度



取引業者は、当該不動産取得税の年度及び税額並びに前条第１ 及び税額並びに前条第１項各号に掲げる事項を記載した還付申

項各号に掲げる事項を記載した還付申請書を知事に提出しなけ 請書を知事に提出しなければならない。

ればならない。

（宅地建物取引業者による中古住宅の用に供する土地の取得に対 （宅地建物取引業者による中古住宅の用に供する土地の取得に対

して課する不動産取得税の徴収猶予に関する申告等） して課する不動産取得税の徴収猶予に関する申告等）

第112条 法附則第11条の４第７項において準用する法第73条の25 第112条 法附則第11条の４第７項の規定による徴収猶予の適用を

第１項の規定による徴収猶予の適用を受けようとする宅地建物 受けようとする宅地建物取引業者は、次に掲げる事項を記載し

取引業者は、次に掲げる事項を記載した申告書に、住宅を取得 た申告書に、住宅を取得した日から２年以内に改修工事を行う

した日から２年以内に改修工事を行うことを証明する書類を添 ことを証明する書類を添付して、第84条第１項の規定による当

付して、第84条第１項の規定による当該住宅の取得の申告をす 該住宅の取得の申告をする際に併せて知事に提出しなければな

る際に併せて知事に提出しなければならない。 らない。

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

２ 法附則第11条の４第７項において準用する法第73条の27第１ ２ 法附則第11条の４第７項の規定による不動産取得税の還付を

項の規定による不動産取得税の還付を受けようとする宅地建物 受けようとする宅地建物取引業者は、当該不動産取得税の年度

取引業者は、当該不動産取得税の年度及び税額並びに前条第１ 及び税額並びに前条第１項各号に掲げる事項を記載した還付申



項各号に掲げる事項を記載した還付申請書を知事に提出しなけ 請書を知事に提出しなければならない。

ればならない。

（自動車取得税の非課税） （自動車取得税の非課税）

第134条の５の３ 道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第 第134条の５の３ 道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第

１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者 １号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者

が、地域住民の生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運 が、地域住民の生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運

行の維持が困難になっているものとして、国と協調して県がそ 行の維持が困難になっているものとして、国と協調して県がそ

の運行する車両の購入に係る補助金の交付の対象とした路線の の運行する車両の購入に係る補助金の交付の対象とした路線の

運行の用に供する一般乗合用のバスを取得した場合には、当該 運行の用に供する一般乗合用のバスを取得した場合において

取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、自動車取 は、当該取得が平成31年３月31日までに行われたときに限り、

得税を課さない。 自動車取得税を課さない。

（自動車取得税の税率の特例） （自動車取得税の税率の特例）

第134条の11 略 第134条の11 略

２ 法附則第12条の２の２第２項に規定するガソリン自動車で初 ２ 法附則第12条の２の２第２項に掲げる自動車で初めて新規登



めて新規登録等（法附則第12条の２第２項に規定する新規登録 録等（法附則第12条の２第２項に規定する新規登録等をいう。

等をいう。以下この条において同じ。）を受けるものの取得 以下この条において同じ。）を受けるものの取得（法附則第12

（法附則第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用が 条の２の４第６項から第13項までの規定の適用がある場合の自

ある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得 動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、

税の税率は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたとき 当該取得が平成31年３月31日までに行われたときに限り、前条

に限り、前条及び前項の規定にかかわらず、当該取得について 及び前項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定

この項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同 の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は前項に

条又は前項に定める率に100分の20を乗じて得た率とする。 定める率に100分の20を乗じて得た率とする。

３ 法附則第12条の２の２第３項各号に掲げる自動車で初めて新 ３ 法附則第12条の２の２第３項に掲げる自動車で初めて新規登

規登録等を受けるものの取得（前項又は法附則第12条の２の４ 録等を受けるものの取得（前項又は法附則第12条の２の４第６

第６項から第12項までの規定の適用がある場合の自動車の取得 項から第13項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除

を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成

平成31年９月30日までに行われたときに限り、前条及び第１項 31年３月31日までに行われたときに限り、前条及び第１項の規

の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用が 定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がない

ないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める ものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率に

率に100分の25を乗じて得た率とする。 100分の25を乗じて得た率とする。



４ 法附則第12条の２の２第４項に規定するガソリン自動車で初 ４ 法附則第12条の２の２第４項に掲げる自動車で初めて新規登

めて新規登録等を受けるものの取得（前２項又は法附則第12条 録等を受けるものの取得（前２項又は法附則第12条の２の４第

の２の４第６項から第12項までの規定の適用がある場合の自動 ６項から第13項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を

車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当 除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平

該取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、前条及 成31年３月31日までに行われたときに限り、前条及び第１項の

び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定 規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がな

の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項 いものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率

に定める率に100分の40を乗じて得た率とする。 に100分の40を乗じて得た率とする。

５ 法附則第12条の２の２第５項各号に掲げる自動車で初めて新 ５ 法附則第12条の２の２第５項に掲げる自動車で初めて新規登

規登録等を受けるものの取得（前３項又は法附則第12条の２の 録等を受けるものの取得（前３項又は法附則第12条の２の４第

４第６項から第12項までの規定の適用がある場合の自動車の取 ６項から第13項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を

得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得 除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平

が平成31年９月30日までに行われたときに限り、前条及び第１ 成31年３月31日までに行われたときに限り、前条及び第１項の

項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用 規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がな

がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定め いものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率

る率に100分の50を乗じて得た率とする。 に100分の50を乗じて得た率とする。



６ 法附則第12条の２の２第６項に規定するガソリン自動車で初 ６ 法附則第12条の２の２第６項に掲げる自動車で初めて新規登

めて新規登録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は 録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は法附則第12

法附則第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用があ 条の２の４第６項から第13項までの規定の適用がある場合の自

る場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税 動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、

の税率は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたときに 当該取得が平成31年３月31日までに行われたときに限り、前条

限り、前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得について 及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規

この項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同 定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１

条又は第１項に定める率に100分の60を乗じて得た率とする。 項に定める率に100分の60を乗じて得た率とする。

７ 法附則第12条の２の２第７項各号に掲げる自動車で初めて新 ７ 法附則第12条の２の２第７項に掲げる自動車で初めて新規登

規登録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は法附則 録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は法附則第12

第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用がある場合 条の２の４第６項から第13項までの規定の適用がある場合の自

の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率 動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、

は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、 当該取得が平成31年３月31日までに行われたときに限り、前条

前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項 及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規

の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は 定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１

第１項に定める率に100分の75を乗じて得た率とする。 項に定める率に100分の75を乗じて得た率とする。



８ 法附則第12条の２の２第８項各号に掲げる自動車で初めて新 ８ 法附則第12条の２の２第８項に掲げる自動車で初めて新規登

規登録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は法附則 録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は法附則第12

第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用がある場合 条の２の４第６項から第13項までの規定の適用がある場合の自

の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率 動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、

は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、 当該取得が平成31年３月31日までに行われたときに限り、前条

前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項 及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規

の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は 定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１

第１項に定める率に100分の80を乗じて得た率とする。 項に定める率に100分の80を乗じて得た率とする。

（自動車税の税率） （自動車税の税率）

第138条 自動車税の税率は、１台について１年当たり、次の各号 第138条 自動車税の税率は、１台について１年当たり、次の各号

に掲げる自動車税の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額 に掲げる自動車税の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

とする。 とする。

(１) 次号から第５号までに掲げる自動車税以外の自動車税 (１) 次号から第７号までに掲げる自動車税以外の自動車税

次の表の通常税率の欄に定める額 次の表の通常税率の欄に定める額

(２) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用い (２) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用い



る自動車で平成18年３月31日までに新車新規登録を受けたも る自動車で平成18年３月31日までに新車新規登録を受けたも

の（天然ガス自動車、法附則第12条の３第１項に規定するメ の（天然ガス自動車、法附則第12条の３第１項に規定するメ

タノール自動車、同項に規定する混合メタノール自動車及び タノール自動車、同項に規定する混合メタノール自動車及び

ガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併用自動車並び ガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併用自動車並び

にバス（一般乗合用のものに限る。）及び被けん引自動車 にバス（一般乗合用のものに限る。）及び被けん引自動車

（以下この条において「天然ガス自動車等」という。）を除 （以下「天然ガス自動車等」という。）を除く。）に係る新

く。）に係る平成31年度分の自動車税 次の表の重課税率の 車新規登録を受けた日から起算して14年を経過した日の属す

欄に定める額 る年度以後の年度分の自動車税 次の表の重課税率の欄に定

める額

(３) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車その他の前号 (３) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車で平成20年３

に掲げる自動車以外の自動車で平成20年３月31日までに新車 月31日までに新車新規登録を受けたもの（天然ガス自動車等

新規登録を受けたもの（天然ガス自動車等を除く。）に係る を除く。）に係る新車新規登録を受けた日から起算して12年

平成31年度分の自動車税 次の表の重課税率の欄に定める額 を経過した日の属する年度以後の年度分の自動車税 次の表

の重課税率の欄に定める額

(４) 法附則第12条の３第３項に掲げる自動車で平成28年４月

１日から平成29年３月31日までの間に新車新規登録を受けた



ものに係る平成29年度分の自動車税 次の表の最大軽課税率

の欄に定める額

(５) 法附則第12条の３第４項に規定する自動車（同条第３項

に掲げる自動車を除く。）で平成28年４月１日から平成29年

３月31日までの間に新車新規登録を受けたものに係る平成29

年度分の自動車税 次の表の最小軽課税率の欄に定める額

(４) 法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車で平成29年 (６) 法附則第12条の３第５項に掲げる自動車で平成29年４月

４月１日から平成30年３月31日までの間に新車新規登録を受 １日から平成30年３月31日までの間に新車新規登録を受けた

けたものに係る平成30年度分の自動車税及び同項各号に掲げ ものに係る平成30年度分の自動車税及び同項に規定する自動

る自動車で平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間 車で平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に新車

に新車新規登録を受けたものに係る平成31年度分の自動車税 新規登録を受けたものに係る平成31年度分の自動車税 次の

次の表の最大軽課税率の欄に定める額 表の最大軽課税率の欄に定める額

(５) 法附則第12条の３第３項に規定する自動車で平成29年４ (７) 法附則第12条の３第６項に規定する自動車（同条第５項

月１日から平成30年３月31日までの間に新車新規登録を受け に掲げる自動車を除く。）で平成29年４月１日から平成30年

たものに係る平成30年度分の自動車税及び同条第３項に規定 ３月31日までの間に新車新規登録を受けたものに係る平成30

する自動車で平成30年４月１日から平成31年３月31日までの 年度分の自動車税及び同条第６項に規定する自動車（同条第



間に新車新規登録を受けたものに係る平成31年度分の自動車 ５項に掲げる自動車を除く。）で平成30年４月１日から平成

税 次の表の最小軽課税率の欄に定める額 31年３月31日までの間に新車新規登録を受けたものに係る平

成31年度分の自動車税 次の表の最小軽課税率の欄に定める

額

略 略

２ 前項の表(２)アのａからｍまで及び(２)イのａからｍまでに ２ 前項の表(２)アのａからｉまで及び(２)イのａからｉまでに

掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人以上であるものに係る 掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人以上であるものに係る

自動車税の税率は、同項の規定にかかわらず、１台について１ 自動車税の税率は、同項の規定にかかわらず、１台について１

年当たり、同項に定める額に、同項第１号に掲げる自動車税に 年当たり、同項に定める額に、同項第１号に掲げる自動車税に

あっては次の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号又は あっては次の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号又は

第３号に掲げる自動車税にあっては同表の重課税率の欄に定め 第３号に掲げる自動車税にあっては同表の重課税率の欄に定め

る額を、同項第４号に掲げる自動車税にあっては同表の最大軽 る額を、同項第４号又は第６号に掲げる自動車税にあっては同

課税率の欄に定める額を、同項第５号に掲げる自動車税にあっ 表の最大軽課税率の欄に定める額を、同項第５号又は第７号に

ては同表の最小軽課税率の欄に定める額を、それぞれ加算した 掲げる自動車税にあっては同表の最小軽課税率の欄に定める額

額とする。 を、それぞれ加算した額とする。

略 略



第２条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（法人の事業税の税率） （法人の事業税の税率）

第58条 略 第58条 略

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事業税の額 ２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事業税の額

は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごとに、同表の法人の欄に は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごとに、同表の法人の欄に

掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に掲げる金 掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に掲げる金

額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額と 額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額と

する。 する。

事業 法人 金額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税対象 略 (１) (２) 外形標準課税対象 略



に掲げる 法人（受託法人 各事業年度の所得 100分の0.4 に掲げる 法人（受託法人 各事業年度の所得 100分の1.9

事業以外 （法第72条の２の のうち年400万円 事業以外 （法第72条の２の のうち年400万円

の事業 ２第３項に規定す 以下の金額 の事業 ２第３項に規定す 以下の金額

る受託法人をい 各事業年度の所得 100分の0.7 る受託法人をい 各事業年度の所得 100分の2.7

う。以下この条に のうち年400万円 う。以下この条及 のうち年400万円

おいて同じ。）を を超え年800万円 び次条において同 を超え年800万円

除く。次項におい 以下の金額 じ。）を除く。次 以下の金額

て同じ。） 各事業年度の所得 100分の１ 項 に お い て 同 各事業年度の所得 100分の3.6

のうち年800万円 じ。） のうち年800万円

を超える金額 を超える金額

特別法人 各事業年度の所得 100分の3.5 特別法人 各事業年度の所得 100分の５

のうち年400万円 のうち年400万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の所得 100分の4.9 各事業年度の所得 100分の6.6

のうち年400万円 のうち年400万円

を超える金額 を超える金額



その他の法人 各事業年度の所得 100分の3.5 その他の法人 各事業年度の所得 100分の５

のうち年400万円 のうち年400万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の所得 100分の5.3 各事業年度の所得 100分の7.3

のうち年400万円 のうち年400万円

を超え年800万円 を超え年800万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の所得 100分の７ 各事業年度の所得 100分の9.6

のうち年800万円 のうち年800万円

を超える金額 を超える金額

(２) 電気 電気供給業、ガス 各事業年度の収入 100分の１ (２) 電気 電気供給業、ガス 各事業年度の収入 100分の1.3

供給業、 供給業及び保険業 金額 供給業、 供給業及び保険業 金額

ガス供給 を行う法人 ガス供給 を行う法人

業及び保 業及び保

険業 険業

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業所を設けて ３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業所を設けて



事業を行う法人で資本金の額又は出資金の額が1,000万円以上の 事業を行う法人で資本金の額又は出資金の額が1,000万円以上の

もの及び受託法人であるものが行う事業に対する法人の事業税 もの及び受託法人であるものが行う事業に対する法人の事業税

の額は、前項の表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄 の額は、前項の表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄

に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に掲げる に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に掲げる

金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて得た金額（外形標 金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて得た金額（外形標

準課税対象法人にあっては、その合計額）とする。 準課税対象法人にあっては、合計額）とする。

法人 金額 税率 法人 金額 税率

外形標準課税対 略 外形標準課税対 略

象法人 各事業年度の所得 100分の１ 象法人 各事業年度の所得 100分の3.6

特別法人 各事業年度の所得 100分の4.9 特別法人 各事業年度の所得 100分の6.6

その他の法人 各事業年度の所得 100分の７ その他の法人 各事業年度の所得 100分の9.6

４ 租税特別措置法第68条第１項の規定に該当する法人の同項に ４ 租税特別措置法第68条第１項の規定に該当する法人の同項に

規定する各事業年度に係る法人の事業税の額は、第２項の規定 規定する各事業年度に係る法人の事業税の額は、第２項の規定

にかかわらず、次の表の事業の欄に掲げる事業の区分に応じ、 にかかわらず、次の表の事業の欄に掲げる事業の区分に応じ、

それぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の欄に定め それぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の欄に定め

る税率を乗じて得た金額の合計額とする。 る税率を乗じて得た金額の合計額とする。



事業 金額 税率 事業 金額 税率

(１) (２)に掲 各事業年度の所得のうち年400万 100分の3.5 (１) (２)に掲 各事業年度の所得のうち年400万 100分の５

げる事業以外 円以下の金額 げる事業以外 円以下の金額

の事業 各事業年度の所得のうち年400万 100分の4.9 の事業 各事業年度の所得のうち年400万 100分の6.6

円を超え年10億円以下の金額 円を超え年10億円以下の金額

各事業年度の所得のうち年10億 100分の5.7 各事業年度の所得のうち年10億 100分の7.9

円を超える金額 円を超える金額

(２) 電気供給 各事業年度の収入金額 100分の１ (２) 電気供給 各事業年度の収入金額 100分の1.3

業、ガス供給 業、ガス供給

業及び保険業 業及び保険業

５ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業所を設けて ５ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業所を設けて

事業を行う租税特別措置法第68条第１項の規定に該当する法人 事業を行う租税特別措置法第68条第１項の規定に該当する法人

で資本金の額又は出資金の額が1,000万円以上のもの及び受託法 で資本金の額又は出資金の額が1,000万円以上のもの及び受託法

人であるものが行う事業に対する同項に規定する各事業年度に 人であるものが行う事業に対する同項に規定する各事業年度に

係る法人の事業税の額は、第３項及び前項の表(１)の規定にか 係る法人の事業税の額は、第３項及び前項の表(１)の規定にか

かわらず、次の表の金額の欄に掲げる金額に、それぞれ同表の かわらず、次の表の金額の欄に掲げる金額に、それぞれ同表の



税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。 税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

金額 税率 金額 税率

各事業年度の所得のうち年10億円以下の金額 100分の4.9 各事業年度の所得のうち年10億円以下の金額 100分の6.6

各事業年度の所得のうち年10億円を超える金額 100分の5.7 各事業年度の所得のうち年10億円を超える金額 100分の7.9

（自動車税の非課税） （自動車税の非課税）

第136条 略 第136条 略

（環境性能割の非課税）

第136条の２ 道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第１号

イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者が、地

域住民の生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運行の維

持が困難になっているものとして、国と協調して県がその運行

する車両の購入に係る補助金の交付の対象とした路線の運行の

用に供する一般乗合用のバスに対しては、当該一般乗合用のバ

スの取得が平成33年３月31日までに行われたときに限り、第135



条の２第１項の規定にかかわらず、環境性能割を課さない。

２ 法第157条第１項第１号ロ（同条第４項において準用する場合

を含む。）又は第２号ロに掲げる自動車に対しては、当該自動

車の取得が平成31年10月１日から平成32年９月30日までの間

（第137条の６第２項において「特定期間」という。）に行われ

たときに限り、第135条の２第１項の規定にかかわらず、環境性

能割を課さない。

（環境性能割の課税標準） （環境性能割の課税標準）

第137条の４ 略 第137条の４ 略

（環境性能割の課税標準の特例）

第137条の４の２ 法附則第12条の２の13の規定の適用を受ける環

境性能割の課税標準は、同条の規定により算定される金額とす

る。



（環境性能割の税率の特例） （環境性能割の税率の特例）

第137条の６ 略 第137条の６ 略

２ 自家用の乗用車に対する前条第２項及び第３項の規定の適用

については、当該自家用の乗用車の取得が特定期間に行われた

ときに限り、前条第２項中「100分の２」とあるのは「100分の

１」と、前条第３項中「100分の３」とあるのは「100分の２」

とする。

第139条 平成31年９月30日までに最初の新規登録を受けた自家用 第139条 削除

乗用車等であって、鳥取県税条例等の一部を改正する条例（平

成28年鳥取県条例第33号）第３条の規定による改正前の鳥取県

税条例（以下この条において「旧条例」という。）第135条第１

項の規定により旧条例に規定する自動車税を課されたもの（同

日までに最初の新規登録を受けた自家用乗用車等であって地方

税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）第２

条の規定による改正前の地方税法第146条その他の地方税に関す



る法律並びに旧条例第136条、第137条及び第137条の２の規定に

より旧条例に規定する自動車税を課されなかったものを含

む。）又は同日までに法の施行地外において法第146条第２項に

規定する運行に相当するものとして総務省令で定めるものの用

に供されたことがある自家用乗用車等であって平成31年10月１

日以後に最初の新規登録を受けたものに対して課する種別割の

税率は、前条の規定にかかわらず、１台について１年当たり、

次の各号に掲げる種別割の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額とする。

(１) 次号から第５号までに掲げる種別割以外の種別割 次の

表の通常税率の欄に定める額

(２) 法第149条第１項第４号に規定するガソリン自動車又は同

項第５号に規定する石油ガス自動車で平成20年３月31日まで

に最初の新規登録を受けたもの（天然ガス自動車等を除

く。）に係る最初の新規登録を受けた日から起算して14年を

経過した日の属する年度以後の年度分の種別割 次の表の重



課税率の欄に定める額

(３) 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動車その他の前

号に掲げる自動車以外の自動車で平成22年３月31日までに最

初の新規登録を受けたもの（天然ガス自動車等を除く。）に

係る最初の新規登録を受けた日から起算して12年を経過した

日の属する年度以後の年度分の種別割 次の表の重課税率の

欄に定める額

(４) 法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車で平成30年

４月１日から平成31年３月31日までの間に最初の新規登録を

受けたものに係る平成31年度分の種別割（法第177条の10第１

項又は第２項の規定により当該自動車の所有者に対して月割

をもって課されるものに限る。）及び法附則第12条の３第２

項各号に掲げる自動車で平成31年４月１日から同年９月30日

までの間に最初の新規登録を受けたものに係る平成32年度分

の種別割 次の表の最大軽課税率の欄に定める額

(５) 法附則第12条の３第３項各号に掲げる自動車で平成30年



４月１日から平成31年３月31日までの間に最初の新規登録を

受けたものに係る平成31年度分の種別割（法第177条の10第１

項又は第２項の規定により当該自動車の所有者に対して月割

をもって課されるものに限る。）及び法附則第12条の３第３

項各号に掲げる自動車で平成31年４月１日から同年９月30日

までの間に最初の新規登録を受けたものに係る平成32年度分

の種別割 次の表の最小軽課税率の欄に定める額

自家用乗用車等 通常 重課 最大 最小

税率 税率 軽課 軽課

税率 税率

(１ ) 乗 ア 総排気量が１リッ 29,500 33,900 7,500 15,000

用車 トル以下のもの 円 円 円 円

イ 総排気量が１リッ 34,500 39,600 9,000 17,500

トルを超え1.5リット 円 円 円 円

ル以下のもの

ウ 総排気量が1.5リッ 39,500 45,400 10,000 20,000



トルを超え２リット 円 円 円 円

ル以下のもの

エ 総排気量が２リッ 45,000 51,700 11,500 22,500

トルを超え2.5リット 円 円 円 円

ル以下のもの

オ 総排気量が2.5リッ 51,000 58,600 13,000 25,500

トルを超え３リット 円 円 円 円

ル以下のもの

カ 総排気量が３リッ 58,000 66,700 14,500 29,000

トルを超え3.5リット 円 円 円 円

ル以下のもの

キ 総排気量が3.5リッ 66,500 76,400 17,000 33,500

トルを超え４リット 円 円 円 円

ル以下のもの

ク 総排気量が４リッ 76,500 87,900 19,500 38,500

トルを超え4.5リット 円 円 円 円



ル以下のもの

ケ 総排気量が4.5リッ 88,000 101,200 22,000 44,000

トルを超え６リット 円 円 円 円

ル以下のもの

コ 総排気量が６リッ 111,000 127,600 28,000 55,500

トルを超えるもの 円 円 円 円

サ 電気自動車又は水 29,500 7,500 15,000

素自動車 円 円 円

(２) 教習車（乗用車に類するも ( １ ) ( １ ) ( １ ) ( １ )

の） に 定 に 定 に 定 に 定

め る め る め る め る

額 額 額 額

( ３ ) ア 総排気量が１リッ 23,600 27,100 6,000 12,000

キ ャ ン トル以下のもの 円 円 円 円

ピ ン グ イ 総排気量が１リッ 27,600 31,700 7,000 14,000

車 トルを超え1.5リット 円 円 円 円



ル以下のもの

ウ 総排気量が1.5リッ 31,600 36,300 8,000 16,000

トルを超え２リット 円 円 円 円

ル以下のもの

エ 総排気量が２リッ 36,000 41,400 9,000 18,000

トルを超え2.5リット 円 円 円 円

ル以下のもの

オ 総排気量が2.5リッ 40,800 46,900 10,500 20,500

トルを超え３リット 円 円 円 円

ル以下のもの

カ 総排気量が３リッ 46,400 53,300 12,000 23,500

トルを超え3.5リット 円 円 円 円

ル以下のもの

キ 総排気量が3.5リッ 53,200 61,100 13,500 27,000

トルを超え４リット 円 円 円 円

ル以下のもの



ク 総排気量が４リッ 61,200 70,300 15,500 31,000

トルを超え4.5リット 円 円 円 円

ル以下のもの

ケ 総排気量が4.5リッ 70,400 80,900 18,000 35,500

トルを超え６リット 円 円 円 円

ル以下のもの

コ 総排気量が６リッ 88,800 102,100 22,500 44,500

トルを超えるもの 円 円 円 円

サ 電気自動車又は水 23,600 6,000 12,000

素自動車 円 円 円

第３条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前



（種別割の税率） （種別割の税率）

第138条 種別割の税率は、１台について１年当たり、次の各号に 第138条 種別割の税率は、１台について１年当たり、次の各号に

掲げる種別割の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす 掲げる種別割の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 る。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 法附則第12条の３第２項各号（第４号及び第５号を除 (４) 法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車（自家用乗

く。）に掲げる自動車のうち自家用乗用車等であって平成33 用車等を除く。）で平成30年４月１日から平成31年３月31日

年４月１日から平成34年３月31日までの間に最初の新規登録 までの間に最初の新規登録を受けたものに係る平成31年度分

を受けたものに係る平成34年度分の種別割及び同項各号（第 の種別割（法第177条の10第１項又は第２項の規定により当該

４号及び第５号を除く。）に掲げる自動車のうち自家用乗用 自動車の所有者に対して月割をもって課されるものに限

車等であって平成34年４月１日から平成35年３月31日までの る。）、法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車で平成

間に最初の新規登録を受けたものに係る平成35年度分の種別 31年４月１日（自家用乗用車等にあっては同年10月１日）か

割 次の表の最大軽課税率の欄に定める額 ら平成32年３月31日までの間に最初の新規登録を受けたもの

に係る平成32年度分の種別割及び同項各号に掲げる自動車で

平成32年４月１日から平成33年３月31日までの間に最初の新



規登録を受けたものに係る平成33年度分の種別割 次の表の

最大軽課税率の欄に定める額

(５) 略 (５) 略

略 略

２ 略 ２ 略

第139条 平成31年９月30日までに最初の新規登録を受けた自家用 第139条 平成31年９月30日までに最初の新規登録を受けた自家用

乗用車等であって、鳥取県税条例等の一部を改正する条例（平 乗用車等であって、鳥取県税条例等の一部を改正する条例（平

成28年鳥取県条例第33号）第３条の規定による改正前の鳥取県 成28年鳥取県条例第33号）第３条の規定による改正前の鳥取県

税条例（以下この条において「旧条例」という。）第135条第１ 税条例（以下この条において「旧条例」という。）第135条第１

項の規定により旧条例に規定する自動車税を課されたもの（同 項の規定により旧条例に規定する自動車税を課されたもの（同

日までに最初の新規登録を受けた自家用乗用車等であって地方 日までに最初の新規登録を受けた自家用乗用車等であって地方

税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）第２ 税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）第２

条の規定による改正前の地方税法第146条その他の地方税に関す 条の規定による改正前の地方税法第146条その他の地方税に関す

る法律並びに旧条例第136条、第137条及び第137条の２の規定に る法律並びに旧条例第136条、第137条及び第137条の２の規定に

より旧条例に規定する自動車税を課されなかったものを含 より旧条例に規定する自動車税を課されなかったものを含



む。）又は同日までに法の施行地外において法第146条第２項に む。）又は同日までに法の施行地外において法第146条第２項に

規定する運行に相当するものとして総務省令で定めるものの用 規定する運行に相当するものとして総務省令で定めるものの用

に供されたことがある自家用乗用車等であって平成31年10月１ に供されたことがある自家用乗用車等であって平成31年10月１

日以後に最初の新規登録を受けたものに対して課する種別割の 日以後に最初の新規登録を受けたものに対して課する種別割の

税率は、前条の規定にかかわらず、１台について１年当たり、 税率は、前条の規定にかかわらず、１台について１年当たり、

次の各号に掲げる種別割の区分に応じ、それぞれ当該各号に定 次の各号に掲げる種別割の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額とする。 める額とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車で平成30年

４月１日から平成31年３月31日までの間に最初の新規登録を

受けたものに係る平成31年度分の種別割（法第177条の10第１

項又は第２項の規定により当該自動車の所有者に対して月割

をもって課されるものに限る。）及び法附則第12条の３第２

項各号に掲げる自動車で平成31年４月１日から同年９月30日

までの間に最初の新規登録を受けたものに係る平成32年度分

の種別割 次の表の最大軽課税率の欄に定める額



(５) 法附則第12条の３第３項各号に掲げる自動車で平成30年

４月１日から平成31年３月31日までの間に最初の新規登録を

受けたものに係る平成31年度分の種別割（法第177条の10第１

項又は第２項の規定により当該自動車の所有者に対して月割

をもって課されるものに限る。）及び法附則第12条の３第３

項各号に掲げる自動車で平成31年４月１日から同年９月30日

までの間に最初の新規登録を受けたものに係る平成32年度分

の種別割 次の表の最小軽課税率の欄に定める額

略 略

第４条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前



（農地中間管理機構の農地の取得に対して課する不動産取得税の （農地利用集積円滑化団体等の農地の取得に対して課する不動産

納税義務の免除に関する申告） 取得税の納税義務の免除に関する申告）

第99条 略 第99条 略

（農地中間管理機構の農地の取得に対して課する不動産取得税の （農地利用集積円滑化団体等の農地の取得に対して課する不動産

徴収猶予に関する申告等） 取得税の徴収猶予に関する申告等）

第100条 略 第100条 略

第５条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（督促） （督促）

第12条 略 第12条 略



２ 法第739条の５第１項及び第２項（同条第８項において準用す ２ 法第48条第１項及び第２項（同条第８項において準用する場

る場合を含む。）の規定によって個人の県民税について滞納処 合を含む。）の規定によって個人の県民税について滞納処分を

分をする場合において、督促状を発していないものについて する場合において、督促状を発していないものについては、徴

は、徴税吏員は、速やかにこれを発しなければならない。 税吏員は、速やかにこれを発しなければならない。

３ 略 ３ 略

（個人の県民税の賦課徴収） （個人の県民税の賦課徴収）

第32条 個人の県民税の賦課徴収は、法第739条の５の規定による 第32条 個人の県民税の賦課徴収は、法第48条の規定による場合

場合を除くほか、市町村が当該市町村の個人の市町村民税の賦 を除くほか、市町村が当該市町村の個人の市町村民税の賦課徴

課徴収（均等割の税率の軽減を除く。）の例により、当該市町 収（均等割の税率の軽減を除く。）の例により、当該市町村の

村の個人の市町村民税の賦課徴収と併せて行うものとする。 個人の市町村民税の賦課徴収と併せて行うものとする。

（個人の県民税に係る徴収金の払込みの方法） （個人の県民税に係る徴収金の払込みの方法）

第37条 市町村が法第739条の４第２項の規定によって個人の県民 第37条 市町村が法第42条第３項の規定によって個人の県民税に

税に係る徴収金を払い込む場合においては、規則で定める払込 係る徴収金を払い込む場合においては、規則で定める払込書に

書によって指定金融機関等に払い込むものとする。 よって指定金融機関等に払い込むものとする。



（鳥取県税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第６条 鳥取県税条例等の一部を改正する条例（平成28年鳥取県条例第33号）の一部を次のように改正する。

第３条中鳥取県税条例第134条の５の３及び第134条の11の改正規定、第137条の３の次に13条を加える改正規定のうち第137条の11に係

る部分並びに第138条及び第143条の２の改正規定を次のように改める。

（自動車取得税の非課税）

第134条の５の３ 道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第

１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者

が、地域住民の生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運

行の維持が困難になっているものとして、国と協調して県がそ

の運行する車両の購入に係る補助金の交付の対象とした路線の

運行の用に供する一般乗合用のバスを取得した場合には、当該

取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、自動車取



得税を課さない。

（自動車取得税の税率の特例）

第134条の11 営業用の自動車（道路運送車両法第３条の軽自動車

を除く。）及び同条の軽自動車の取得に対して課する自動車取

得税の税率は、前条の規定にかかわらず、当分の間、100分の２

とする。

２ 法附則第12条の２の２第２項に規定するガソリン自動車で初

めて新規登録等（法附則第12条の２第２項に規定する新規登録

等をいう。以下この条において同じ。）を受けるものの取得

（法附則第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用が

ある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得

税の税率は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたとき

に限り、前条及び前項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同

条又は前項に定める率に100分の20を乗じて得た率とする。



３ 法附則第12条の２の２第３項各号に掲げる自動車で初めて新

規登録等を受けるものの取得（前項又は法附則第12条の２の４

第６項から第12項までの規定の適用がある場合の自動車の取得

を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が

平成31年９月30日までに行われたときに限り、前条及び第１項

の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用が

ないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める

率に100分の25を乗じて得た率とする。

４ 法附則第12条の２の２第４項に規定するガソリン自動車で初

めて新規登録等を受けるものの取得（前２項又は法附則第12条

の２の４第６項から第12項までの規定の適用がある場合の自動

車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当

該取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、前条及

び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定

の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項

に定める率に100分の40を乗じて得た率とする。



５ 法附則第12条の２の２第５項各号に掲げる自動車で初めて新

規登録等を受けるものの取得（前３項又は法附則第12条の２の

４第６項から第12項までの規定の適用がある場合の自動車の取

得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得

が平成31年９月30日までに行われたときに限り、前条及び第１

項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用

がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定め

る率に100分の50を乗じて得た率とする。

６ 法附則第12条の２の２第６項に規定するガソリン自動車で初

めて新規登録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は

法附則第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用があ

る場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税

の税率は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたときに

限り、前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同

条又は第１項に定める率に100分の60を乗じて得た率とする。



７ 法附則第12条の２の２第７項各号に掲げる自動車で初めて新

規登録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は法附則

第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用がある場合

の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率

は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、

前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項

の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は

第１項に定める率に100分の75を乗じて得た率とする。

８ 法附則第12条の２の２第８項各号に掲げる自動車で初めて新

規登録等を受けるものの取得（第２項から前項まで又は法附則

第12条の２の４第６項から第12項までの規定の適用がある場合

の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率

は、当該取得が平成31年９月30日までに行われたときに限り、

前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項

の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は

第１項に定める率に100分の80を乗じて得た率とする。



（環境性能割の納付の方法）

第137条の11 環境性能割の納税義務者は、第137条の９第１項又

は前条の規定により環境性能割を納付する場合（法第170条の規

定により当該環境性能割に係る延滞金額を納付する場合を含

む。）には、これらの規定による申告書又は修正申告書に鳥取

県収入証紙条例（昭和39年鳥取県条例第９号）第３条に規定す

る収入証紙（以下「鳥取県収入証紙」という。）を貼ってしな

ければならない。この場合には、証紙の額面金額に相当する金

額の証紙代金収納計器による表示を受けること、又は証紙の額

面金額に相当する現金を納付した後規則で定める納税済印を受

けることによって鳥取県収入証紙の貼付けに代えることができ

る。

２ 環境性能割の納税義務者は、行政手続等における情報通信の

技術の利用に関する法律（平成14年法律第151号）第３条第１項

の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して新規



登録又は移転登録の申請を行い、併せて鳥取県行政手続等にお

ける情報通信の技術の利用に関する条例第３条第１項の規定に

より同項に規定する電子情報処理組織を使用して第137条の９第

１項の規定による申告書の提出を行う場合には、第６条第２項

及び前項の規定にかかわらず、知事から得た納付情報により当

該環境性能割額に相当する現金を納付することができる。

（種別割の税率） （自動車税の税率）

第138条 種別割の税率は、１台について１年当たり、次の各号に 第138条 自動車税の税率は、１台について１年当たり、次の各号

掲げる種別割の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす に掲げる自動車税の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

る。 とする。

(１) 次号から第５号までに掲げる種別割以外の種別割 次の (１) 次号から第５号までに掲げる自動車税以外の自動車税

表の通常税率の欄に定める額 次の表の通常税率の欄に定める額

(２) 法第149条第１項第４号に規定するガソリン自動車又は同 (２) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用い

項第５号に規定する石油ガス自動車で平成20年３月31日まで る自動車で平成18年３月31日までに新車新規登録を受けたも

に最初の新規登録を受けたもの（天然ガス自動車、法附則第 の（天然ガス自動車、法附則第12条の３第１項に規定するメ



12条の３第１項に規定するメタノール自動車、同項に規定す タノール自動車、同項に規定する混合メタノール自動車及び

る混合メタノール自動車及び電力併用自動車並びに一般乗合 ガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併用自動車並び

用のバス及び被けん引自動車（以下この条及び次条において にバス（一般乗合用のものに限る。）及び被けん引自動車

「天然ガス自動車等」という。）並びに自家用の乗用車（３ （以下この条において「天然ガス自動車等」という。）を除

輪の小型自動車であるものを除く。）並びに特種用途自動車 く。）に係る平成31年度分の自動車税 次の表の重課税率の

のうち乗用車に類する教習車及びキャンピング車（以下この 欄に定める額

条及び次条において「自家用乗用車等」という。）を除

く。）に係る最初の新規登録を受けた日から起算して14年を

経過した日の属する年度以後の年度分の種別割 次の表の重

課税率の欄に定める額

(３) 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動車その他の前 (３) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車その他の前号

号に掲げる自動車以外の自動車で平成22年３月31日までに最 に掲げる自動車以外の自動車で平成20年３月31日までに新車

初の新規登録を受けたもの（天然ガス自動車等及び自家用乗 新規登録を受けたもの（天然ガス自動車等を除く。）に係る

用車等を除く。）に係る最初の新規登録を受けた日から起算 平成31年度分の自動車税 次の表の重課税率の欄に定める額

して12年を経過した日の属する年度以後の年度分の種別割

次の表の重課税率の欄に定める額



(４) 法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車（自家用乗 (４) 法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車で平成29年

用車等を除く。）で平成30年４月１日から平成31年３月31日 ４月１日から平成30年３月31日までの間に新車新規登録を受

までの間に最初の新規登録を受けたものに係る平成31年度分 けたものに係る平成30年度分の自動車税及び同項各号に掲げ

の種別割（法第177条の10第１項又は第２項の規定により当該 る自動車で平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間

自動車の所有者に対して月割をもって課されるものに限 に新車新規登録を受けたものに係る平成31年度分の自動車税

る。）、法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車で平成 次の表の最大軽課税率の欄に定める額

31年４月１日（自家用乗用車等にあっては同年10月１日）か

ら平成32年３月31日までの間に最初の新規登録を受けたもの

に係る平成32年度分の種別割及び同項各号に掲げる自動車で

平成32年４月１日から平成33年３月31日までの間に最初の新

規登録を受けたものに係る平成33年度分の種別割 次の表の

最大軽課税率の欄に定める額

(５) 法附則第12条の３第３項各号に掲げる自動車（自家用乗 (５) 法附則第12条の３第３項に規定する自動車で平成29年４

用車等を除く。）で平成30年４月１日から平成31年３月31日 月１日から平成30年３月31日までの間に新車新規登録を受け

までの間に最初の新規登録を受けたものに係る平成31年度分 たものに係る平成30年度分の自動車税及び同条第３項に規定

の種別割（法第177条の10第１項又は第２項の規定により当該 する自動車で平成30年４月１日から平成31年３月31日までの



自動車の所有者に対して月割をもって課されるものに限 間に新車新規登録を受けたものに係る平成31年度分の自動車

る。）、法附則第12条の３第３項各号に掲げる自動車で平成 税 次の表の最小軽課税率の欄に定める額

31年４月１日（自家用乗用車等にあっては同年10月１日）か

ら平成32年３月31日までの間に最初の新規登録を受けたもの

に係る平成32年度分の種別割及び同項各号に掲げる自動車で

平成32年４月１日から平成33年３月31日までの間に最初の新

規登録を受けたものに係る平成33年度分の種別割 次の表の

最小軽課税率の欄に定める額

自動車 通常 重課 最大 最小 自動車 通常 重課 最大 最小

税率 税率 軽課 軽課 税率 税率 軽課 軽課

税率 税率 税率 税率

(１) 乗用 略 (１) 乗用 略

車（３輪 イ ａ 総排気量が１ 25,000 6,500 12,500 車（３輪 イ ａ 総排気量が１ 29,500 33,900 7,500 15,000

の小型自 リットル以下の 円 円 円 の小型自 リットル以下の 円 円 円 円

動車であ 自 もの 動車であ 自 もの

るものを 家 ｂ 総排気量が１ 30,500 8,000 15,500 るものを 家 ｂ 総排気量が１ 34,500 39,600 9,000 17,500



除く。） 用 リットルを超え 円 円 円 除く。） 用 リットルを超え 円 円 円 円

1.5リットル以下 1.5リットル以下

のもの のもの

ｃ 総排気量が1.5 36,000 9,000 18,000 ｃ 総排気量が1.5 39,500 45,400 10,000 20,000

リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

２リットル以下 ２リットル以下

のもの のもの

ｄ 総排気量が２ 43,500 11,000 22,000 ｄ 総排気量が２ 45,000 51,700 11,500 22,500

リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

2.5リットル以下 2.5リットル以下

のもの のもの

ｅ 総排気量が2.5 50,000 12,500 25,000 ｅ 総排気量が2.5 51,000 58,600 13,000 25,500

リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

３リットル以下 ３リットル以下

のもの のもの

ｆ 総排気量が３ 57,000 14,500 28,500 ｆ 総排気量が３ 58,000 66,700 14,500 29,000



リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

3.5リットル以下 3.5リットル以下

のもの のもの

ｇ 総排気量が3.5 65,500 16,500 33,000 ｇ 総排気量が3.5 66,500 76,400 17,000 33,500

リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

４リットル以下 ４リットル以下

のもの のもの

ｈ 総排気量が４ 75,500 19,000 38,000 ｈ 総排気量が４ 76,500 87,900 19,500 38,500

リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

4.5リットル以下 4.5リットル以下

のもの のもの

ｉ 総排気量が4.5 87,000 22,000 43,500 ｉ 総排気量が4.5 88,000 101,200 22,000 44,000

リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

６リットル以下 ６リットル以下

のもの のもの

ｊ 総排気量が６ 110,000 27,500 55,000 ｊ 総排気量が６ 111,000 127,600 28,000 55,500



リットルを超え 円 円 円 リットルを超え 円 円 円 円

るもの るもの

ｋ 電気自動車又 25,000 6,500 12,500 ｋ 電気自動車又 29,500 7,500 15,000

は水素自動車 円 円 円 は水素自動車 円 円 円

略 略

(４) 特種 略 (４) 特種 略

用途自動 イ (ア) ａ 乗用車 (１) (１) (１) 用途自動 イ (ア) ａ 乗用車 (１) (１) (１) (１)

車（３輪 教習 に類する イに イに イに 車（３輪 教習 に類する イに イに イに イに

の小型自 自 車 もの 定め 定め 定め の小型自 自 車 もの 定め 定め 定め 定め

動車であ 家 る額 る額 る額 動車であ 家 る額 る額 る額 る額

るものを 用 略 るものを 用 略

除く。） 略 除く。） 略

(ウ) ａ 総排気 20,000 5,000 10,000 (ウ) ａ 総排気 23,600 27,100 6,000 12,000

キャ 量 が １ 円 円 円 キャ 量 が １ 円 円 円 円

ンピ リットル ンピ リットル

ング 以下のも ング 以下のも



車 の 車 の

ｂ 総排気 24,400 6,500 12,500 ｂ 総排気 27,600 31,700 7,000 14,000

量 が １ 円 円 円 量 が １ 円 円 円 円

リットル リットル

を 超 え を 超 え

1 . 5リッ 1. 5リッ

トル以下 トル以下

のもの のもの

ｃ 総排気 28,800 7,500 14,500 ｃ 総排気 31,600 36,300 8,000 16,000

量が 1 . 5 円 円 円 量が1. 5 円 円 円 円

リットル リットル

を超え２ を超え２

リットル リットル

以下のも 以下のも

の の

ｄ 総排気 34,800 9,000 17,500 ｄ 総排気 36,000 41,400 9,000 18,000



量 が ２ 円 円 円 量 が ２ 円 円 円 円

リットル リットル

を 超 え を 超 え

2 . 5リッ 2. 5リッ

トル以下 トル以下

のもの のもの

ｅ 総排気 40,000 10,000 20,000 ｅ 総排気 40,800 46,900 10,500 20,500

量が 2 . 5 円 円 円 量が2. 5 円 円 円 円

リットル リットル

を超え３ を超え３

リットル リットル

以下のも 以下のも

の の

ｆ 総排気 45,600 11,500 23,000 ｆ 総排気 46,400 53,300 12,000 23,500

量 が ３ 円 円 円 量 が ３ 円 円 円 円

リットル リットル



を 超 え を 超 え

3 . 5リッ 3. 5リッ

トル以下 トル以下

のもの のもの

ｇ 総排気 52,400 13,500 26,500 ｇ 総排気 53,200 61,100 13,500 27,000

量が 3 . 5 円 円 円 量が3. 5 円 円 円 円

リットル リットル

を超え４ を超え４

リットル リットル

以下のも 以下のも

の の

ｈ 総排気 60,400 15,500 30,500 ｈ 総排気 61,200 70,300 15,500 31,000

量 が ４ 円 円 円 量 が ４ 円 円 円 円

リットル リットル

を 超 え を 超 え

4 . 5リッ 4. 5リッ



トル以下 トル以下

のもの のもの

ｉ 総排気 69,600 17,500 35,000 ｉ 総排気 70,400 80,900 18,000 35,500

量が 4 . 5 円 円 円 量が4. 5 円 円 円 円

リットル リットル

を超え６ を超え６

リットル リットル

以下のも 以下のも

の の

ｊ 総排気 88,000 22,000 44,000 ｊ 総排気 88,800 102,100 22,500 44,500

量 が ６ 円 円 円 量 が ６ 円 円 円 円

リットル リットル

を超える を超える

もの もの

ｋ 電気自 20,000 5,000 10,000 ｋ 電気自 23,600 6,000 12,000

動車又は 円 円 円 動車又は 円 円 円



水素自動 水素自動

車 車

略 略

略 略

２ 前項の表(２)アのａからｍまで及び(２)イのａからｍまでに ２ 前項の表(２)アのａからｍまで及び(２)イのａからｍまでに

掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人以上であるものに係る 掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人以上であるものに係る

種別割の税率は、同項の規定にかかわらず、１台について１年 自動車税の税率は、同項の規定にかかわらず、１台について１

当たり、同項に定める額に、同項第１号に掲げる種別割にあっ 年当たり、同項に定める額に、同項第１号に掲げる自動車税に

ては次の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号又は第３ あっては次の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号又は

号に掲げる種別割にあっては同表の重課税率の欄に定める額 第３号に掲げる自動車税にあっては同表の重課税率の欄に定め

を、同項第４号に掲げる種別割にあっては同表の最大軽課税率 る額を、同項第４号に掲げる自動車税にあっては同表の最大軽

の欄に定める額を、同項第５号に掲げる種別割にあっては同表 課税率の欄に定める額を、同項第５号に掲げる自動車税にあっ

の最小軽課税率の欄に定める額を、それぞれ加算した額とす ては同表の最小軽課税率の欄に定める額を、それぞれ加算した

る。 額とする。

略 略



（種別割の徴収方法の特例） （自動車税の徴収方法の特例）

第143条の２ 第142条第２項の規定により証紙をもって種別割を 第143条の２ 第142条第２項の規定により証紙をもって自動車税

納付すべき者が、行政手続等における情報通信の技術の利用に を納付すべき者が、行政手続等における情報通信の技術の利用

関する法律第３条第１項の規定により同項に規定する電子情報 に関する法律第３条第１項の規定により同項に規定する電子情

処理組織を使用して新規登録の申請を行い、併せて鳥取県行政 報処理組織を使用して道路運送車両法第７条の規定による登録

手続等における情報通信の技術の利用に関する条例第３条第１ の申請を行い、併せて鳥取県行政手続等における情報通信の技

項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して次 術の利用に関する条例第３条第１項の規定により同項に規定す

条の規定による申告書の提出を行う場合の種別割の徴収方法 る電子情報処理組織を使用して次条の規定による申告書の提出

は、第６条第２項及び第142条第２項の規定にかかわらず、当該 を行う場合の自動車税の徴収方法は、第６条及び第142条第２項

種別割を納付すべき者が当該登録の申請をした際に、法第177条 の規定にかかわらず、当該自動車税を納付すべき者が当該登録

の12の総務省令で定める方法によることができる。 の申請をした際に、法第151条の２の総務省令で定める方法によ

ることができる。

第５条中合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例（昭和29年鳥取県条例第27号）第２条の

改正規定を次のように改める。



（合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の種 （合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴

別割の徴収の方法） 収の方法）

第２条 合衆国軍隊の構成員等、契約者又は軍人用販売機関等の 第２条 合衆国軍隊の構成員等、契約者又は軍人用販売機関等の

所有する自動車に対する自動車税の種別割は、この条例で定め 所有する自動車に対する自動車税は、この条例で定めるところ

るところにより、証紙徴収の方法によって徴収する。 により、証紙徴収の方法によって徴収する。

２ 前項の規定による自動車税の種別割の納税義務者は、鳥取県 ２ 前項の規定による自動車税の納税義務者は、鳥取県税条例第

税条例第141条の規定にかかわらず、毎年４月中（４月中以後に 141条の規定にかかわらず、毎年４月中（４月中以後に自動車税

自動車税の種別割の納税義務が発生した者にあっては、当該種 の納税義務が発生した者にあっては、当該自動車税の納税義務

別割の納税義務が発生した月の翌月中）において、県の発行す が発生した月の翌月中）において、県の発行する証紙を知事か

る証紙を知事から購入して、当該自動車税の種別割を払い込ま ら購入して、当該自動車税を払い込まなければならない。

なければならない。

３ 前項の場合において、自動車税の種別割の納税義務は、購入 ３ 前項の場合において、自動車税の納税義務は、購入した証紙

した証紙に検印を受けたときに完了するものとする。 に検印を受けたときに完了するものとする。



次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

第７条 略 第７条 略

２ 略 ２ 略

３ 31年新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、平成 ３ 31年新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、平成

31年度分の平成31年10月１日以後に納税義務が発生した者に課 32年度分以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、平

する自動車税の種別割及び平成32年度以後の年度分の自動車税 成31年度分までの自動車税については、なお従前の例による。

の種別割について適用し、平成31年度分までの同日前に納税義

務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例に

よる。

４ 31年新条例第137条の２第２項ただし書の規定の適用について



は、31年旧条例第137条の２第１項第１号に該当することにより

自動車税の減免を受けた者は、当該減免の対象となった自動車

について、自動車税の種別割の減免を受けたものとみなす。

（合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例の一部改正）

第７条 合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴 （合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴

収の方法） 収の方法）

第２条 略 第２条 略

２ 前項の規定による自動車税の納税義務者は、鳥取県税条例第 ２ 前項の規定による自動車税の納税義務者は、鳥取県税条例第

141条の規定にかかわらず、毎年４月中（４月中以後に自動車税 141条の規定にかかわらず、毎年４月中（４月中以後に自動車税



の納税義務が発生した者にあっては、当該自動車税の納税義務 の納税義務が発生した者にあっては、当該自動車税の納税義務

が発生した月の翌月中）において、県の発行する証紙を知事か が発生した月の翌月中）において、県の発行する第１号様式の

ら購入して、当該自動車税を払い込まなければならない。 証紙を知事から購入して、当該自動車税を払い込まなければな

らない。

３ 前項の場合において、自動車税の納税義務は、購入した証紙 ３ 前項の場合において、自動車税の納税義務は、購入した証紙

に検印を受けたときに完了するものとする。 に第２号様式の検印を受けたときに完了するものとする。

（委任） （委任）

第４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必 第４条 この条例に定めるものを除くほか、この条例の施行に関

要な事項は、知事が別に定める。 し必要な事項は、知事が定める。

第８条 合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例の一部を次のように改正する。

第１号様式及び第２号様式を削る。

第９条 合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。



改 正 後 改 正 前

（自動車税の種別割の税率） （自動車税の種別割の税率）

第３条 自動車税の種別割の税率は、鳥取県税条例第138条及び第 第３条 自動車税の種別割の税率は、鳥取県税条例第138条の規定

139条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる自動車に対し、１ にかかわらず、次の各号に掲げる自動車に対し、１台につい

台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 て、それぞれ当該各号に定める額とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、平成31年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 第１条中鳥取県税条例第24条の４の改正規定並びに次条第２項及び第３項の規定 平成31年６月１日

(２) 第２条及び第９条並びに附則第３条並びに第６条第２項及び第３項の規定 平成31年10月１日

(３) 第３条及び附則第６条第４項の規定 平成33年４月１日



(４) 第４条及び附則第４条第２項の規定 農地中間管理事業の推進に関する法律等の一部を改正する法律（平成31年法律第 号）

附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

(５) 第５条及び次条第４項の規定 平成36年１月１日

（県民税に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後の鳥取県税条例（以下「新条例」という。）の規定中個人の県民税に関する部分は、平成31年度以後の

年度分の個人の県民税について適用し、平成30年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

２ 前項の規定にかかわらず、新条例第24条の４第１項及び第２項の規定は、平成32年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平

成31年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

３ 新条例第24条の４第１項及び第２項の規定の適用については、平成32年度分の個人の県民税に限り、次の表の左欄に掲げる新条例の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第24条の４第１項 を支出し、当該特例 又は同条第１項第１号に掲げる寄附金（平成31年６月１日前に支出したものに限る。）を支

控除対象寄附金 出し、これらの寄附金

第24条の４第２項 特例控除対象寄附金 特例控除対象寄附金又は法第37条の２第１項第１号に掲げる寄附金（平成31年６月１日前に

支出したものに限る。）

送付 送付又は地方税法等の一部を改正する法律（平成31年法律第 号）附則第２条第７項の

規定によりなお従前の例によることとされる同法第１条の規定による改正前の地方税法附則



第７条第５項の規定による同条第１項に規定する申告特例通知書の送付

４ 第５条の規定による改正後の鳥取県税条例の規定中個人の県民税に関する部分は、平成36年度以後の年度分の個人の県民税について適

用し、平成35年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

（事業税に関する経過措置）

第３条 第２条の規定による改正後の鳥取県税条例の規定中法人の事業税に関する部分は、平成31年10月１日以後に開始する事業年度に係

る法人の事業税について適用し、同日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

（不動産取得税に関する経過措置）

第４条 新条例の規定中不動産取得税に関する部分は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の不動産の取得に対して課す

べき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税については、なお従前の例による。

２ 第４条の規定による改正後の鳥取県税条例第99条及び第100条の規定は、附則第１条第４号に規定する日以後の不動産の取得に対して

課すべき不動産取得税について適用し、同日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税については、なお従前の例による。

（自動車取得税に関する経過措置）

第５条 新条例の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の取得に対して課すべき自動車取得税について適用し、施行日前の自動

車の取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の例による。

（自動車税に関する経過措置）

第６条 新条例の規定中自動車税に関する部分は、平成31年度分の自動車税について適用し、平成30年度分までの自動車税については、な



お従前の例による。

２ 第２条の規定による改正後の鳥取県税条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、平成31年10月１日以後に取得された自動車

に対して課する自動車税の環境性能割について適用する。

３ 第２条の規定による改正後の鳥取県税条例第139条の規定は、平成31年10月１日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別

割及び平成32年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用する。

４ 第３条の規定による改正後の鳥取県税条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、平成34年度以後の年度分の自動車税の種別割に

ついて適用し、平成33年度分までの自動車税の種別割については、なお従前の例による。

（規則への委任）

第７条 第198回国会において地方税法等の一部を改正する法律（平成31年法律第 号）が原案どおり成立しない場合における鳥取県

税条例の規定の適用に関し必要な事項その他この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則で定める。


